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我が国の家計地震保険は，他の損害保険種目と異なり全ての損害保険会社が

契約をプールし，かつ政府が再保険による保険金支払保証をするという異例の

保護措置が取られている．このため地震再保険特別会計が導入され，大災害時

でも安定した保険金支払が約束されているが，一方で契約者の危険実態に即し

たリスクの細分化や，地域差の導入が難しくなっている．公平性と公共性を確

保しつつ，社会的リスクの軽減を進めるためには，保険という既存の制度の枠

組みのもとでの議論には限界がある． 

本報告では，まず既存の地震保険制度における制約条件を概観した上で，将

来考えうる商品改善について整理する．次にそれらの改善を実施する際に解決

しなければならない検討事項と，越えねばならない重要課題を整理する． 

 それらを踏まえた上で，長期的視点で社会の防災力を高めるための地震保険

制度の拡大利用策として，以下の４つの提案を行う．①火災保険に対する付帯

割合の弾力的運用，②地震保険責任準備金の耐震改修促進策への転用によるリ

スク低減誘導．③カスタム料率適用可能なリスク集団形成誘導，④海外再保険

市場を利用したリスクスワップによる政府の責任軽減． 
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